
企業局

　

１　損益計算書

                            (令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで) (単位：千円)

備　　　　　　　　考
【】内は対前年度比増減率

7,849,871 水力発電所電力料収入
【△32.2%】

1,047,533 (1)＋（2）+(3)=営業収益
太陽光発電所電力料収入
【△0.0%】

351,631 9,249,035 容量確保契約金額、発電所等使用料等

3,709,206 減価償却費、修繕費、委託費

56,577 胎内第一、第二、第三及び第四発電所間の送電
線管理費用等

575,260 (1)+(2)+(3)+(4)=営業費用 本局人件費等

809,583 5,150,626 営業収益-営業費用 太陽光発電所維持管理費

　　　　 　 　   =営業利益

営 業 利 益 4,098,409 【△49.5%】

175,324 175,324 預金利息、有価証券利息等

25,203 風倉発電所管理受託金

86,892
(1)+(2)＋(3)=
事業外収益 補助金等の減価償却見合い分

10,091 122,186 修繕引当金取崩等

102,538 102,538 企業債利息

25,203
(1)+(2)=
事業外費用 風倉発電所管理受託費

59,722 84,925 110,047 過年度支出等

営業利益+(A)=経常利益

経 常 利 益 4,208,456 【△48.3%】

100,236 100,236 奥三面発電所災害共済金（機械損害共済）

特別利益-特別損失＝(B)

3,359,911 3,359,911 △ 3,259,675
高田発電所土砂崩落事故に係る緊急対策費用
（725,282千円）、高田発電所大規模改修事業の中
止に伴う費用（2,317,762千円）等

経常利益+(B)=当年度純利益

当 年 度 純 利 益 948,781 【△88.2%】

前年度繰越利益剰余金 27

1,064,218 積立金取崩

2,013,026

 (3) 営 業 雑 収 益

Ⅰ　令和７年度電気事業会計決算概要

【概　況】
  令和７年度は営業収益9,249,035千円に対し、営業費用5,150,626千円であり、営業利益は4,098,409千円となった。
　また、事業外収益等により経常利益は4,208,456千円となり、特別利益、特別損失（高田発電所水圧管路破断事故対応
費用等）を計上した結果、純利益は948,781千円となった。

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

１  営  業  収  益

 (1) 電 力 料

 (2) 太 陽 光 発 電 電 力 料

４  事 業 外 収 益

２  営  業  費  用

 (1) 水 力 発 電 費

 (2) 送 電 費

 (3) 一 般 管 理 費

 (4) 太 陽 光 発 電 費

３  財  務  収  益

 (1) 受 入 利 息

 (1) 受 託 金

 (2) 長 期 前 受 金 戻 入

 (3) 雑 収 益

５  財  務  費  用

 (1) 支 払 利 息

６  事 業 外 費 用
(財務収益+事業外収益)-
 (財務費用+事業外費用)=(A) (1) 受 託 費

 (2) 雑 支 出

　

７  特  別  利  益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

 (1) そ の 他 特 別 利 益

８  特  別  損　失

 (1) 災 害 に よ る 損 失



    ２　電力料収入の状況

(1) 水力発電所

令和7年度 令和6年度 増減額

(A) (B) (A)－(B) (A)/(B)

134,000 134,000 0 100.0%

377,604,000 393,628,000 △16,024,000 95.9%

489,580,869 393,012,588 96,568,281 124.6%

129.7 99.8 29.9 －

7,849,871 11,570,097 △3,720,226 67.8%

　

(2) 太陽光発電所

令和7年度 令和6年度 増減額

(A) (B) (A)－(B) (A)/(B)

20,989 20,989 0 100.0%

27,804,042 27,804,042 0 100.0%

26,920,006 26,934,762 △14,756 99.9%

96.8 96.9 △0.1 －

1,047,533 1,047,996 △463 100.0%

【説明】

 供給電力量（kWh）

内　　　容

 最 大 出 力（kW）  

 予定電力量（kWh）

 達 　成 　率（％）　※1

 料 金 単 価

三面など
7発電所 14.62円/kWh 29.60円/kWh

広神発電所 22.55円/kWh 22.55円/kWh

－－

－

胎内第四発電所 23.54円/kWh 23.54円/kWh － －

－

－

 想定電力量（kWh）

田川内発電所 24.00円/kWh 24.00円/kWh －

 料 金 収 入（千円） ※2

※1　「達成率」とは、供給した電力量の多さを表す指標で、予定電力量に対する供給電力量の比率である。
※2　共同ダム供給電力料金及び発電側課金相当額の転嫁分を含む。

内　　　容

 最 大 出 力（kW）

 供給電力量（kWh）

 達 　成 　率（％）　※1

 料 金 単 価

新潟東部
1号系列 30.64円/kWh

北新潟 36.00円/kWh

－ －

新潟東部
2号系列
3号系列

40.00円/kWh 40.00円/kWh － －

30.64円/kWh

　令和７年度の発電について、水力発電所は、７月に記録的な渇水があったものの、当該期間を除
き、年間を通して断続的な出水があり達成率は129.7％となった。太陽光発電所は、８、12月の落雷
による発電停止、出力制御回数が前年度と比べ増えていることなどにより、達成率は96.8%となった。
　なお、水力発電における料金収入について、売電単価（三面など７発電所）が令和５・６年度の契
約単価29.60円/kWhから、令和７年度の契約単価14.62円/kWhへ大きく減少したことにより、発電達
成率の増加はあったものの、収入は減少した。

－ －

 料 金 収 入（千円） ※2

※1　「達成率」とは、供給した電力量の多さを表す指標で、想定電力量に対する供給電力量の比率である。
※2 代理制御調整金を含む。

36.00円/kWh



３　貸借対照表

(単位：千円)

備　　　　　　　　　考

(1)

イ 水 力 発 電 設 備 67,868,817
水力発電所及び発電管理所の発
電設備等

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,691,021 30,177,796

ロ 送 電 設 備 1,327,762
胎内第一、第二、第三及び第四発
電所間の送電線設備

減 価 償 却 累 計 額 △ 249,458 1,078,304

ハ業 務 設 備 380,668 本局庁舎利用権等

減 価 償 却 累 計 額 △ 116,954 263,714

ニ 太 陽 光 発 電 設 備 8,623,190
新潟東部太陽光発電所及び北新
潟太陽光発電所の発電設備等

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,801,425 3,821,765

電気事業固定資産合計 35,341,579

(2)

イ 建 設 仮 勘 定 6,202,312
胎内第一発電所大規模改良事業
等への投資

固定資産仮勘定合計 6,202,312

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 590,542 満期保有目的債券

ロ そ の 他 投 資 45,972
太陽光発電所廃棄等費用外部積
立等

投資その他の資産合計 636,514

固 定 資 産 合 計 42,180,405

(1) 15,783,994

(2) 1,721,216 ３月分の電力料収入等

(3) 6,814,734
工業用地造成事業会計への資金
融通

(4) 233,690 工事費等前払金

流 動 資 産 合 計 24,553,634

資 産 合 計 66,734,039

短 期 貸 付 金

(令和8年3月31日)

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

資  産  の  部

 1  固　定　資　産

電 気 事 業 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

 2  流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 金



備　　　　　　　　　考

(1) 10,261,958 1年以内の償還分を除く

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 876,542
今後の退職給与支給に備えるた
めの引当金

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 650,724
将来実施する特別の大修繕に備
えるための引当金

(3) 134,235 契約保証金等の預り金

固 定 負 債 合 計 11,923,459

(1) 2,525,485 1年以内の償還分

(2) 2,292,547
胎内第一発電所主要機器更新工
事、高田発電所上水道仮配管工
事等

(3)

イ 賞 与 引 当 金 63,934

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 12,720

ハ修 繕 引 当 金 67,785
次年度発生する修繕費（繰越工
事）を引当

(4) 30,618
預り金（共同資産売却代金（配分
未確定分）等）

流 動 負 債 合 計 4,993,089

(1) 4,418,923 建設事業等に係る補助金等

△ 2,248,786

繰 延 収 益 合 計 2,170,137

負 債 合 計 19,086,685

30,905,676
減債積立金、建設改良積立金、経
営安定資金積立金の自己資本金
組入額

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,800 譲受物品（絵画・工芸品）

ロ 国 庫 補 助 金 1,319
発電所建設のために受けた補助
金

ハそ の 他 資 本 剰 余 金 14,606

資 本 剰 余 金 合 計 18,725

(2)

イ 建 設 改 良 積 立 金 311,700
建設改良工事に充てるための積
立金

ロ 地 域 振 興 積 立 金 11,468,069
電気事業の利益を県民に還元す
るための積立金

ハ経営安定資金積立金 2,930,158
電気事業の安定経営に資するた
めの積立金

ニ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金 2,013,026
利 益 剰 余 金 合 計 16,722,953
剰 余 金 合 計 16,741,678
資 本 合 計 47,647,354

負 債 ・ 資 本 合 計 66,734,039

未 払 金

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

負  債  の  部

 3  固　定  負  債

企 業 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

 4  流  動  負  債

企 業 債

利 益 剰 余 金

引 当 金

次年度支給賞与及び法定福利費
のうち当年度負担分を引当

そ の 他 流 動 負 債

 5  繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資  本  の  部

 6  資    本    金

 7  剰    余    金

資 本 剰 余 金


